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１．一般会計

平成２２年度一般会計当初予算額は１３６億９，３００万円で、その後補正増額され最終

予算額は１５０億９，４６８万６千円となりました。

歳入決算額は１４８億９，７３８万１千円、歳出決算額は１４０億４，５８０万９千円、

歳入歳出差引額は８億５，１５７万２千円で、平成２３年度への繰越財源１億９，６３５万

３千円を差し引いた実質収支は６億５，５２１万９千円となりました。

歳入の主なものとしては、市税が２４億２，９９３万５千円で歳入全体の１６．３％、地

方交付税が６１億６，６７５万１千円で歳入全体の４１．４％、国庫支出金が１９億４，６

４４万５千円で歳入全体の１３．１％、県支出金が７億９，７５２万５千円で歳入全体の

５．４％、市債が１７億７，９３０万円で歳入全体の１２．０％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億５４３万９千円、子ども手当・児童手当

関係が４億３，４１８万５千円、地域活性化・きめ細かな臨時交付金等の経済対策事業補助

金が２億９，８３０万７千円、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金は１億７，５７１万

８千円です。また、経済対策事業関係補助金は８億１，１８９万６千円減、子ども手当の創

設に伴い関係する負担金が３億２，２３２万４千円増、食菜館くらら整備時に伴う農山漁村

活性化プロジェクト支援交付金が１億６，４６５万８千円増となったことなどにより、前年

度比３億７，０１５万４千円（１６．０％）の減となりました。

県支出金の主なものは、障がい者福祉や福祉医療給付費などの社会福祉関係で３億３，８

００万円、児童福祉関係で１億２，９３７万６千円です。また、緊急雇用創出特別基金事業

費補助金４，８６３万円やペレットボイラー整備事業費補助金３，６００万円などがあり、

前年度比７，５７４万円（１０．５％）の増となりました。

市債は、臨時財政対策債９億７７０万円や幼保一体施設整備事業債４億４，１９０万円、

地域再生事業債２億３，０７０万円、公園施設整備事業債１億１，０９０万円などで、前年

度比５億２，２００万円（４１．５％）の増となりました。

歳出の主なものでは、人件費が２３億４，３１０万３千円、扶助費が２５億２，２６２万

７千円、公債費が１７億４，６１０万５千円で、これら義務的経費の合計で６６億１，１８

３万５千円となりました。普通建設事業費は１９億３，３４０万４千円で、主なものは、食

菜館くらら整備事業４億１，６１１万２千円、追分保育園整備事業４億３，２２４万４千

円、フットボールセンター整備事業１億９，３９７万４千円、道路新設改良事業１億４，５

６９万２千円、地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業２億２，８８５万３千円となり、前

年度比では８億６９３万円（７１．６％）の増となりました。
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（１）平成２２年度一般会計の決算状況

１．総括

（単位：千円）

区 分 平 成 22 年 度 平 成 21 年 度 増減額

予 算 現 額 15,094,686 14,897,591 197,095

歳 入 決 算 額 14,897,381 14,683,622 213,759

歳 出 決 算 額 14,045,809 14,141,396 △ 95,587

歳 入 歳 出 差 引 額 851,572 542,226 309,346

実 質 収 支 額 655,219 459,647 195,572

単 年 度 収 支 額 195,572 △ 190,868 386,440

２．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 22 年 度 平 成 21 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,429,935 2,513,484 △ 83,549 △ 3.3

地 方 交 付 税 6,166,751 6,031,544 135,207 2.2

国 庫 支 出 金 1,946,445 2,316,599 △ 370,154 △ 16.0

県 支 出 金 797,525 721,785 75,740 10.5

市 債 1,779,300 1,257,300 522,000 41.5

歳 入 計 14,897,381 14,683,622 213,759 1.5

３．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 22 年 度 平 成 21 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,343,103 2,454,457 △ 111,354 △ 4.5

扶 助 費 2,522,627 2,122,023 400,604 18.9

公 債 費 1,746,105 2,092,339 △ 346,234 △ 16.5

投 資 的 経 費 1,936,501 1,143,706 792,795 69.3

歳 出 計 14,045,809 14,141,396 △ 95,587 △ 0.7

これらの構成比は、人件費 16.7％、扶助費 18.0％、公債費 12.4％、投資的経費 13.7％と

なっています。

歳入総額は 14,897,381千円ですが、その主なものは次のとおりです。

歳出総額は 14,045,809千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

２ ２ 年 度 2,450,695 291,717 2,742,412

２ １ 年 度 2,536,712 274,447 2,811,159

増 減 △ 86,017 17,270 △ 68,747

２ ２ 年 度 2,377,802 52,133 2,429,935

２ １ 年 度 2,462,120 51,363 2,513,483

増 減 △ 84,318 770 △ 83,548

２ ２ 年 度 97.0 17.9 88.6

２ １ 年 度 97.1 18.7 89.4

増 減 △ 0.1 △ 0.8 △ 0.9

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
入
率

経済情勢の低迷に伴う厳しい雇用環境、自営業者の経営不振・企業倒産等が引き続いて

おり、依然として市税の収納は厳しい状況にあります。電話催告・自動車のタイヤロッ

ク・債権差押・動産差押・不動産差押等の強化を行っておりますが、現年度分の収納率は

前年度に比較し0.1％の減となっております。滞納繰越分については納付指導による分割納

付及び自動車差押・債権差押・動産差押・不動産差押等を実施しましたが0.8ポイントの減

となっています。全体の収入率は前年度に比較し0.9ポイントの減となっております。な

お、今年度の不納欠損処理は7,646,746円で滞納処分の執行停止額は5,713,472円でありま

した。

また、差押物件のインターネット公売は108件で519,512円の実績となりました。今後も

市税の収入確保には一層の努力をしてまいります。

これからも納税の秩序を維持し税の公平を貫くため、財産調査と滞納処分を強化すると

もに生活困窮者には滞納処分の執行停止等の処理を適切に行い、滞納者の減少に努めてい

きます。
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（３）主要施策の状況

主なソフト事業は以下のとおりです。

主な投資的事業の内容は次のとおりです。

食菜館くらら整備事業を４億１，６１１万２千円で、またこれに付随する鞍掛沼公園改修事

業を４９，８５０千円で実施し、平成２３年４月３０日にオープンしました。

追分保育園整備事業を４億３，２２４万４千円で実施し、旧追分保育園と旧追分乳児保育園

を統合した新追分保育園が平成２３年４月１日にオープンしました。

フットボールセンター整備事業を１億９，３９７万４千円で実施し、平成２３年４月１７日

にオープンしました。

市道の整備では、広域秋田五城目線整備事業８，１７１万６千円、大清水下谷地線事業２，

２２２万３千円など総額１億４，５６９万２千円で実施しました。

地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業を２億２，８８５万３千円で、地域活性化・経済危

機対策事業を６，００９万２千円で実施し、道路や公園、教育施設等の整備を実施しました。

新規事業では、女子中学生を対象とした子宮頸がん予防接種費は１，８４６万５千円、細菌

性髄膜炎予防接種費（ヒブワクチン、小児肺炎球菌ワクチン）は４５２万７千円でした。

また、新型インフルエンザ予防接種費は２，７５９万８千円でした。

緊急雇用創出臨時対策基金事業を４，８９５万５千円で実施しました。

市内全ての小中学校の情報教育環境の充実を図るため、本年度は大久保小学校と飯田川小学

校の教育用コンピュータと教職員用コンピュータを２，２０５万円で整備しました。

東日本大震災関連では、震災発生直後の対策費は６０９万１千円、その後の県外被災者の支

援・救援費は６８万２千円で、合わせて６７７万３千円でした。

民間資金の市債６件、１億３，３３８万円の繰上償還を実施し、将来の利子負担額５０７万

３千円を軽減しました。

また、土地開発公社の償還金も１３件１，５５８万円を繰上償還し、将来の利子負担額３８

万３千円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成２２年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３７億１，７７３万９千円で、

その後補正増額され最終予算額は３９億３０１万９千円となりました。

歳入決算額は３８億８，０１０万５千円、歳出決算額は３６億３，４７６万９千円、

実質収支は２億４，５３３万６千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険税が７億１，０９７万３千円で歳入全体の１８．

３％、国庫支出金が９億２，６１６万５千円で歳入全体の２３．９％、療養給付費等交

付金が２億２，０２７万４千円で歳入全体の５．７％、前期高齢者交付金が８億３，４

１７万１千円で歳入全体の２１．５％、共同事業交付金が４億６，５１６万４千円で歳

入全体の１２．０％となりました。

歳出の主なものとしては、保険給付費が総額２３億９，９８０万５千円です。内訳と

しては、一般被保険者分が２１億４，７０６万２千円、退職被保険者等分が２億２，７

１８万５千円でした。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児

一時金１，３０２万円を、死亡に際しては葬祭費４５６万円を支給しました。

保健事業では、６９６万円のうち人間ドックを１０２人分、５０４万７千円で実施

し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努めま

した。

また、後期高齢者支援金等が３億７，１１９万７千円、介護納付金が１億７，５５０

万８千円、共同事業拠出金が５億４２８万２千円となりました。

加入者及び医療費の状況としては、対前年比で世帯数が１２世帯の減、被保険者数が

９９人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３１６，７

０３円で対前年比１，７０７円の増、退職被保険者等分が３７０，８２９円で対前年比

８，９６３円の増です。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注） 療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護・施設療養費
療養費は整骨院・補装具等

平成２１年度 243,909,032 1,798,095 245,707,127

△ 43,816,526増減

平成２１年度 699,777,815 137,616 75,742

平成２１年度 4,623 156 306

平成２２年度

増減

8,963
361,866

一 般
被保険者

退 職
被保険者

合 計

療 養 費
費 用 額

99

9,140

△ 99

収入額

1,707

療 養 費
費 用 額

一人当たり
医 療 費

1,736,609 288,504,581

△ 48,093,415△ 4,276,889

370,829

314,996

5,073

△ 12
5,085

被保険者一人
当たり金額

一人当たり
医 療 費

316,7032,648,268,754

160

4

343

37

一般被保険
者単独世帯

混合世帯
退職被保険
者単独世帯

合 計

42,797,454

総医療費

増減 42,858,940

平成２２年度 286,767,972

区分
療養給付費
費 用 額

△ 61,486

増減 △ 71,294,674 △ 6,980△ 13,728

27,233,671
平成２１年度 2,664,851,609 31,510,560

総医療費

2,696,362,169

平成２２年度 628,483,141 68,762123,888

一世帯当たり
金 額

8,362
平成２１年度 8,560

778

区分

△ 198
679 9,239

平成２２年度

区分

平成２２年度 2,621,035,083

△ 53増減

区分

区分
療養給付費
費 用 額

4,570
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３．老人保健特別会計

平成２２年度老人保健特別会計当初予算額は１１１万２千円で、その後補正増額され

最終予算額は３７４万８千円となりました。

歳入決算額は２７４万３千円、歳出決算額は２６３万７千円、実質収支額は１０万６

千円となりました。

歳入の主なものは、繰越金で２６３万７千円です。

歳出の主なものは、諸支出金で２６３万７千円です。

なお、老人保健特別会計は、平成２３年４月１日をもって会計を廃止しました。
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４．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況
（単位：人、％）

平成22年度 34,827 4,485 12.9
平成21年度 34,997 4,364 12.5
前年度対比 △ 170 121 0.4

（２）保険料の状況
（単位：円、％）

収 納 率
総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収 普通徴収分

平成22年度 148,518,254 40,461,654 108,056,600 146,260,233 38,013,933 94.0
平成21年度 146,871,900 45,780,500 101,091,400 145,138,546 44,047,146 96.2
前年度対比 1,646,354 △ 5,318,846 6,965,200 1,121,687 △ 6,033,213 △ 2.2

平成２２年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は２億６，１４３万５千円で、その後補正

減額され最終予算額は２億４，７５１万１千円となりました。

歳入決算額は２億４，５５９万２千円、歳出決算額は２億４，４２４万円、実質収支額は１

３５万２千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億４，６２６万円で歳入全体の５９．６％、

一般会計繰入金が９，５３６万４千円で歳入全体の３８．８％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金が２億２，２８６万２千円で歳出全体の

９１．２％となりました。

調 定 額 収 入 済 額
区 分

区 分 被保険者数人 口 加入率
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５．介護保険事業特別会計

平成２２年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が２６億７，２０５万

５千円で、その後補正増額され最終予算額は２７億８，９１２万８千円となりました。

歳入決算額は２７億９，５５５万４千円、歳出決算額は２７億１９９万２千円、実質

収支額は９，３５６万２千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険料が４億５，４５８万４千円で歳入全体の１６．３％、

国庫支出金が６億３，０２４万３千円で歳入全体の２２．５％、支払基金交付金が７億

７，９７９万２千円で歳入全体の２７．９％、県支出金が３億８，５１５万３千円で歳

入全体の１３．８％、繰入金が４億４，６８６万８千円で歳入全体の１６．０％となり

ました。

歳出の主なものは、保険給付費が２４億８，７１０万６千円で歳出全体の９２．０％、

地域支援事業費が５，２８１万９千円で歳出全体の２．０％となりました。

保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が２２億１，８８７万５千円で保険給付費

全体の８９．２％、介護予防サービス等諸費が６，８３６万１千円で保険給付費全体の

２．７％、また、低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費

は１億３，６６６万２千円で保険給付費全体の５．５％となりました。

また、地域支援事業費の内訳としましては、介護予防事業費が８５２万８千円、包括

的支援事業・任意事業費が４，４２９万１千円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は９３７万３千円で、最終予算額も当初予

算額と同額の９３７万３千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額は同額で、それぞれ７７２万７千円となりました。

歳入は、全て介護予防サービス計画費のサービス収入で、歳出は全て保険事業勘定へ

の繰出金です。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総数 内認定者数 総数 内認定者数 総数 内認定者数

平成22年度 8,732 1,652 12,775 48 21,507 1,700

平成21年度 8,679 1,643 12,730 48 21,409 1,691

増 減 53 9 45 0 98 9

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総額 普通徴収 特別徴収 総額 普通徴収

平成22年度 461,021 38,901 422,120 453,629 31,262 80.4

平成21年度 462,228 40,712 421,516 454,855 33,339 81.9

増 減 △ 1,207 △ 1,811 604 △ 1,226 △ 2,077 △ 1.5

（３）サービス受給者の状況 （単位：人）

総数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成22年度 10,023 1,273 3,799 1,961 1,838 0 15,095

平成21年度 9,876 1,184 3,798 1,991 1,807 0 14,858

増 減 147 89 1 △ 30 31 0 148

（４）介護サービスの利用状況

イ．介護・支援サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問・通所
地域介護

（グループホームほ
か）

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成22年度 1,027,026 298,317 961,892 136,662 63,209 2,487,106 165

平成21年度 959,401 276,352 953,204 129,903 50,628 2,369,488 160

増 減 67,625 21,965 8,688 6,759 12,581 117,618 5

ロ．居宅介護（支援）サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成22年度 162,602 401,288 268,646 194,490 1,027,026 102

平成21年度 155,830 407,299 217,145 179,127 959,401 98

増 減 6,772 △ 6,011 51,501 15,363 67,625 4

ハ．地域密着型サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成22年度 170,742 81,124 43,631 2,820 298,317 234

平成21年度 154,500 77,739 41,010 3,103 226,264 234

増 減 16,242 3,385 2,621 △ 283 72,053 0

ニ．施設介護サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合計
受給者一人

当たり給付費

平成22年度 480,580 481,312 0 961,892 253

平成21年度 477,997 475,207 0 953,204 251

増 減 2,583 6,105 0 8,688 2

区 分

区 分

区 分

合計

第1号被保険者 第2号被保険者 合計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

施設サービス

調定

居宅サービス
地域密着型
サービス
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６．有線放送事業特別会計

平成２２年度有線放送事業特別会計の当初予算額は２，７９２万３千円で、その後補正

減額され最終予算額は２，５４３万３千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額は同額で、それぞれ２，５３０万７千円となりました。

歳入の主なものは、使用料及び手数料が８０９万７千円で歳入全体の３２．０％、一般

会計繰入金が１，５４８万９千円で歳入全体の６１．２％となりました。

歳出の主なものは、業務費が４１０万２千円、公債費が１，８３６万４千円となりまし

た。

有線放送事業は、平成２２年１０月１日から運営主体を指定管理者に移行しました。ま

た有線放送事業特別会計は平成２３年４月１日をもって廃止しました。
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７．農業集落排水事業特別会計

（１）集落排水事業整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率
ha ha ha ％

平成22年度 9,796 96 94 97.9

平成21年度 9,796 139 137 98.6

前年度対比 △ 43 △ 43 △ 1

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率
人 人 人 ％

平成22年度 34,827 3,570 2,243 6.4

平成21年度 34,997 4,550 2,934 8.4

前年度対比 △ 170 △ 980 △ 691 △ 2.0

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長
人 ％ km

平成22年度 1,740 77.6 32

平成21年度 2,361 80.5 32

前年度対比 △ 621 △ 2.9

区 分

区 分

区 分

平成２２年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は１億７，５９９万６千円で、そ

の後補正増額され最終予算額は１億７，７２７万６千円となりました。

歳入決算額は１億８，０６７万８千円、歳出決算額は１億６，８２３万５千円で実質

収支は１，２４４万３千円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が２，２２１万円で歳入全体の１２．

３％、一般会計繰入金が１億４，７５１万２千円で歳入全体の８１．６％、下水道債が

５８０万円で歳入全体の３．２％となりました。

平成２２年度末の加入戸数は５２２戸となっています。
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８．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率
ha ha ha ％

平成22年度 9,796 1,609 1,162 72.2

平成21年度 9,796 1,542 1,102 71.5

前年度対比 67 60 0.7

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率
人 人 人 ％

平成22年度 34,827 32,000 30,405 87.3

平成21年度 34,997 33,000 29,070 83.1

前年度対比 △ 170 △ 1,000 1,335 4.2

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長
人 ％ km

平成22年度 23,809 78.3 205

平成21年度 22,324 76.8 202

前年度対比 1,485 1.5 3

区 分

区 分

区 分

平成２２年度下水道事業特別会計当初予算額は１３億９，６５７万１千円で、その後

補正減額され最終予算額は１３億２，１７４万６千円となりました。

歳入決算額は１３億６，７３０万６千円、歳出決算額は１３億６３１万７千円、歳入

歳出差引額は、６，０９８万９千円で、平成２３年度への繰越財源１１千円を差し引い

た実質収支は６，０９７万８千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が３億８，２３１万４千円で歳入全体の２８．

０％、一般会計繰入金が５億８，１９１万１千円で歳入全体の４２．６％、下水道債が

２億６，０２０万円で歳入全体の１９．０％となりました。

歳出では、公共下水道事業として５，５１９万４千円で管渠４２１ｍ、汚水桝４７箇

所を、特定環境保全下水道事業として１億８，５６２万５千円で管渠２，６０７ｍ、汚

水桝１１２箇所を施工しました。

平成２２年度末の供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で

１，１６２ha、下水道加入戸数は７，９７６戸となっています。
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９．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽事業整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成22年度 34,827 748 247 0.7

平成21年度 34,997 715 216 0.6

前年度対比 △ 170 33 31 0.1

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％

平成22年度 247 100.0

平成21年度 216 100.0

前年度対比 31

区 分

区 分

平成２２年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は、５５８万２千円で、最終予

算額も当初予算額と同額の５５８万２千円となりました。

歳入決算額は５８０万６千円、歳出決算額は５４２万６千円で実質収支は３８万円と

なりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２９７万２千円で歳入全体の５１．

２％、一般会計繰入金が１２３万３千円で歳入全体の２１．２％、繰越金が１５５万８

千円で歳入全体の２６．８％となりました。

平成２２年度末の合併処理浄化槽設置戸数は７７戸となっています。
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１０．豊川財産区特別会計

１１．下虻川財産区特別会計

１２．和田妹川財産区特別会計

１３．飯塚財産区特別会計

平成２２年度豊川財産区特別会計当初予算額は３８万３千円で、その後補正増額され

最終予算額は９６９万９千円となりました。

歳入決算額は１，００５万９千円、歳出決算額は９４６万３千円で、実質収支は５９

万６千円となりました。

歳入の主なものは、財産収入が８６６万３千円で歳入全体の８６．１％となりまし

た。歳出の主なものは、財政調整基金積立金が９３１万７千円となりました。

平成２２年度下虻川財産区特別会計当初予算額は１０７万７千円で、その後補正増額

され最終予算額は１３８万円となりました。

歳入決算額は１３７万７千円、歳出決算額は７５万９千円で、実質収支は６１万８千

円となりました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金１０７万２千円で、歳出の主なものは財政調整

基金積立金が３０万４千円となりました。

平成２２年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は６３万１千円で、その後補正増額

され最終予算額は９４万９千円となりました。

歳入決算額は９４万７千円、歳出決算額は５０万４千円で、実質収支は４４万３千円

となりました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金が４４万６千円で、歳出の主なものは財政調整

基金積立金が３１万９千円となりました。

平成２２年度飯塚財産区特別会計当初予算額は７９万７千円で、その後補正増額され

最終予算額は９３万５千円となりました。

歳入決算額は９３万３千円、歳出決算額は５８万３千円で、実質収支は３５万円とな

りました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金が５３万１千円で、歳出の主なものは財産管理

費が２７万２千円となりました。
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１４．土地取得事業特別会計

１５．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

昨年度に引き続き、過去に借り入れた企業債の繰上償還を実施しました。
内訳は、秋田銀行からの借入資金1件47,710,000円を繰上償還し、
これにより、1,787,459円の金利負担が軽減されることになりました。

以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な
ど効率的な事業経営に努めてまいります。

建設工事は、株山地区配水管布設工事（延長232ｍ）、改良工事は鶴沼台浄水場に
取水井戸4本(75A)の増設を実施しています。

本年度の水道事業収益は548,621,929円、経常費用は497,111,808円、特別損失
3,219,137円で48,290,984円の純利益が生じました。

また、保存工事として、取水井戸の掘替、ろ過機改修、各種ポンプ設備更新、電動
弁更新等を実施しました。

なお、建設改良費7,812,000円は平成21年度より繰越されております。

平成２２年度土地取得事業特別会計当初予算額は１，４３６万円で、最終予算額も当初

予算額と同額の１，４３６万円となりました。

歳入決算額と歳出決算額は同額で１，４３５万５千円となりました。

歳入の主なものは一般会計繰入金が１，４３５万２千円で、歳出は土地開発公社償還金

で１，４３５万５千円となりました。

なお、土地取得事業特別会計は平成２３年４月１日をもって廃止しました。

本年度末における給水戸数は10,516戸、給水人口は28,264人で、前年度末と比較し
て給水戸数は139戸増加し、給水人口は77人減少しました。平成21年度末の経営変更
の認可に伴い、給水区域を拡大したため、普及率は84.6％となりました。年間総配水
量は3,034,107㎥となり、一日最大配水量は9,872㎥、施設能力（12,735㎥/日）に対
する最大稼働率は、77.5%になりました。

年間有収水量は2,660,583㎥で、有収率は87.7%となり前年度に比較して1.9ポイン
ト上昇しております。

また、資本的収支については収入額84,971,647円、支出額353,903,960円（消費税
込）で、資本的収支の不足額268,932,313円は、過年度損益勘定留保資金68,955,000
円、過年度繰延勘定償却6,794,000円、過年度資本的収支調整額4,300,000円、当年度
損益勘定留保資金188,883,313円で補てんしました。
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